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質  問  回  答 

２０２３年２月３日 

「全世界行政分野における包括的な支援アプローチの実証研究（プロジェクト研究）（国内業務主体）」 

 （公示日：２０２３年１月２５日／調達管理番号：22a00507）について、質問と回答は以下の通りです。 

 

通番号 当該頁項目 質問 回答 

1 

（JICAより訂正） 

P.25 （５）定額計上について 

定額計上指示費目「一覧表」下部の記述を訂正します。 

【現行の誤記載】 

上記の費目については、直接経費分のみならず一般管理費等も提示ください。 

一般管理費等の経費率は、見積書で適用した経費率を別見積でも適用ください。 

 

 

 

【訂正後・正】 

（一文目削除） 

一般管理費等の経費率は、見積書で適用した経

費率を定額計上分でも適用します。 

2 

p. 12 （５）調査分野 

（９）国内支援委員会の設置 

国内支援委員会の人選については、平和構築

部が指定する予定とありますが、大学教授等、

外部の有識者となる場合も想定されております

でしょうか。 

国内支援委員会のメンバーに関しては、基本的

に全員が JICA外部の有識者となる予定です。 

3 

p.12 （９）国内支援委員会の設置 有識者の方が「現地調査へも同行し、…」とあり

ますが、この渡航に係る経費は当社の見積もり

に計上する必要はないという理解でよろしいで

しょうか。 

国内支援委員会のメンバーの渡航に関しては、

JICA が直接負担いたしますので、本契約の見

積もりには計上いただく必要はございません。 

4 

p.12 （９）国内支援委員会の設置 有識者の方が「（報告書の一部を作成）」とあり

ますが、別添１のどの章節の「一部」を想定され

ているのか、ご教示いただくことはできますでし

ょうか。 

報告書の一部作成は可能性として入れているも

のであり、必須ではありません。仮に国内支援

委員に執筆いただくとしても、第４章提言の一部

として「国内支援委員会からの提言」という一節

を設けるなど、コンサルタント担当分とは分ける
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予定です。調査の進捗や国内支援委員会での

議論を踏まえて要否については検討させていた

だきます。 

 

5 

p.13 （11）調査使用言語 「現地語に関しては、必要に応じて現地通訳の

傭上を認める」とありますが、現地通訳兼調査

アシスタントの雇用も認められますでしょうか。 

はい、可能です。 

6 

p.13 第５条（２）行政分野の課題

分析と JICA や他ドナーによる行

政分野の支援実績の整理 

「JICAおよび他ドナーが従来実施した上記行政

分野における支援実績をレビューし、各支援の

特徴・強みと共にまとめる」とありますが、全世

界の全ドナーが調査対象になるのか、なんら絞

り込むことを想定しているのか、ご教示いただけ

ますでしょうか。 

行政分野での支援を行っている主要なドナーを

絞り込んで調査いただくことを想定しています。 

7 

p.21 (2) 業務量目途と業務従事

者構成案 

3)渡航回数の目途 

のべ 12回（3回ｘ4か国）程度ですと、現地業務

量から単純計算すると約 10 日/回と非常に短く

なりますが、12 回を目途とされている理由は何

でしょうか。また、回数を超える提案を妨げるも

のではないということですが、12 回を下回る提

案も妨げないのでしょうか。 

今次調査では対象 4 か国全てに現地渡航いた

だく予定です。但し、①～④の業務従事者全員

が 4 か国に渡航する必要はないと考え、4 か国

×3名＝12回としております。渡航回数はあくま

でも目途ですので、目途を超過する、ないしは下

回る提案を妨げるものではありません。 

8 

p.25 (5) 定額計上について 

4.資料等翻訳費(4か国分) 

本経費は第4か国目分のみではなく、現地調査

を行うすべての国（計4か国）で活動するのに必

要な資料等翻訳費の合計という理解でよろしい

でしょうか。 

ご理解のとおりです。 

 

以 上 


